
Ⅲ-２ 財務体質の強化
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■ 有利子負債残高

〇 有利子負債について、令和元年度においては、各事業部門の営業努力による、家賃収入、敷地譲渡収入

等のキャッシュフローの着実な確保により、年度計画（812億円）に対し、1,762億円（達成率217％）

の削減を達成

〇 令和元度末の有利子負債残高は10兆5,498億円となり、平成25年度末からは約1.8兆円を削減、機構設立

時からは約5.7兆円を削減

45
（第3期終了時）

H25年度末比で
２兆円削減

（経営改善計画）

H25年度末比で
３兆円以上削減



Ⅶ－４ 内部統制の適切な運用 Ⅶ－５ 業務運営の透明性の確保等
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〇 内部統制やコンプライアンスに対する職員の意識向上、普及啓発を図るため各種研修を実施
〇 個人情報の保護について、法令に基づく適切な対応や各種研修を実施し、適切な管理の徹底

Ⅶ－４ 内部統制の適切な運用

➢ 内部統制研修（階層別研修、管理職研修を含む）に
ついて、「統制」という語感による拒否感を和らげ
身近なものとし、内部統制の概念をさらに職員に浸
透させるため、研修資料を平易な表現による内容へ
全面的にリニューアル。

➢ 外部講師によるコンプライアンス研修について見直
し、職員が３年に１度は受講できるよう受講履歴を
管理して実施するとともに、遠方事務所の職員が受
講しやすいようＴＶ会議システムを活用。

Ⅶ－５ 業務運営の透明性の確保等

➢ 個人情報の保護について、法令に基づき適切な対応
を行うとともに、イントラネットを活用した職員向
けの研修や階層別研修における講義を実施し、適切
な管理の徹底を図った。

（↓リニューアル後の研修資料）

（↑従来の研修資料）

（ＴＶ会議システムの活用：岩手震

災復興支援本部のコンプライアンス

研修で山田復興支援事務所・陸前高

田復興支援事務所と双方向で実施）

全面的にリニューアル

（中途採用職員の採用月毎に本社

で実施する階層別研修において個

人情報保護に係る講義を実施)



Ⅶ－８－（１） 地球温暖化対策の推進
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〇 UR-eco Plan2019を策定し、令和元年度から５ヵ年の二酸化炭素排出に関する中長期及び短期数値目標
を設定

〇 令和元年度における二酸化炭素排出量を、平成25年度を基準として19,600トン削減

※電力排出係数の改善（26%）を見込んだ数値

○ＵＲにおける地球温暖化対策の例（UR-eco Plan2019）

ＵＲ賃貸住宅の共用部、ＵＲ職員が勤務するオフィス等について、
省エネ性能の高い照明器具への改修、職員の環境意識向上の活動
等により、CO2排出量を削減

職員の環境配慮への意識向上のため、
外部講師による社内向けセミナーを実施

LED照明の採用で消費電力の低減を図り、
発電に伴うCO2発生量削減に寄与

実績 短期目標 中長期目標

年度 令和元年度 令和５年度 令和12年度

削減量
16.8%削減
19,600トン

削減

15.9%削減
18,600トン

削減
45%削減※



Ⅶ－８－（５） 良好な都市景観の形成
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〇 日本都市計画学会計画設計賞、全建賞（都市部門）、緑の都市賞（国土交通大臣賞）及び土木学会
デザイン賞（最優秀賞）等の賞を令和元年度に11件受賞

受賞名称 受賞対象地区

2019年度 都市景観大賞 都市空間部門 優秀賞 江古田の杜プロジェクト

2019年度 都市景観大賞 景観まちづくり活動・教育部門 優秀賞 プレーパークこうりがおか（香里団地E地区緑地）

H30年度 日本都市計画学会 計画設計賞 三鷹中央防災公園・元気創造プラザ整備事業

H30年度 全建賞 都市部門 景観と防災機能の両立による「さいたま新都心公園」の整備

H30年度 全建賞 都市部門
東日本大震災に係る復旧・復興事業特別枠

石巻市新門脇地区における地域コミュニティと協働した復興
まちづくり

第22回 グッド・ペインティング・カラー 改修部門 優秀賞 子母口団地

第22回 グッド・ペインティング・カラー 改修部門 特別賞 豊成団地

第39回 緑の都市賞 国土交通大臣賞（緑の事業活動部門） 江古田の杜プロジェクト

第9回 みどりのまちづくり賞 ランドスケープマネジメント部門 奨励賞 プレーパークこうりがおか（香里団地E地区緑地）

土木学会デザイン賞 最優秀賞 女川駅前シンボル空間／女川町震災復興事業

土木学会デザイン賞 奨励賞 竜閑さくら橋／大手町二丁目地区第一種市街地再開発事業

江古田の杜プロジェクト プレーパークこうりがおか三鷹中央防災公園・元気創造プラザ



Ⅶ－９－（１） 研究開発の実施
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〇 ＡＩ・ＩｏＴを活用したまちや住まいづくりに係る共同研究では、研究のコンセプトを具現化したス
タートアップモデル等について情報発信、研究会を立ち上げ民間企業48社が参加

『HaaS（Housing as a Service）』

UR賃貸にIoT・AI等を活用し、様々な生活
関連サービスを提供するコンセプトを提唱

『Open Smart UR』

2030年を想定したUR賃貸における魅力的
で安心な暮らしの実現を目指す

ＩＮＩＡＤ（東洋大学情報連携学部）
と技術協力に係る覚書締結
（Ｈ30.1）

コンセプトブック
「ＵＲ 2030」作成

（Ｈ30.12）

Open Smart UR研究会 R1.12.4発足
民間企業等と連携し、研究会による
オープンなIoT・AI等の技術連携を推進

＜情報発信＞＜研究の背景＞

〇 社会的課題（少子高齢化や働き方改革など）に伴い

生活スタイルが多様化する一方で、IoT・AI等の情報

技術の導入が急速に進む社会において、UR賃貸も情報

技術への対応が不可欠。

モデル公開（R1.6～10）

≪見学者数≫
民間企業：600名／80社超

〇 スタートアップモデル住戸（旧赤羽台団地）

出典：UR PRESS vol.58



Ⅶ－９－（２） 成果の社会還元

ハイブリッドUVコート

透明フィルム（エンボス表現）

絵柄インキ層
着色フィルム
接着層
粘着剤：アクリル系溶剤形粘着剤
硬化剤：粘着剤用架橋剤（変性ﾎﾟﾘｲｿｼｱﾈｰﾄ）約0.2mm 専用接着剤

Before After

既存排水トラップ
（残置）

開発部材

撤去部分

〇 排水管の接続に係る発明

＜日本建築学会で学術発表＞

＜特許出願２件＞ ＜プレスリリース＞

・既存トラップを活かした状態で配管・継手の漏水を防ぐことが可能となるとともに、
新たに設置するユニットバスの排水トラップの排水を接続することが可能

・新築に採用されるｼｰﾄﾌﾛｰﾘﾝｸﾞの表面ｼｰﾄを直接既存ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ面に貼付け
・材料費と取合調整不要によるｺｽﾄ減、機械ｶｯﾄによる施工性向上、部分張替可が特徴

〇 床上張りシートに係る発明

50

・最先端の室内臭気低減工法を共同開発
（UR、日本総合住生活株式会社、ナオス・テック株式会社）

⇒生活臭の元になるア
ンモニア・酢酸・ギ酸
など90 種類以上ものニ
オイ成分を測定・分析

⇒成分ごとに最も
適した薬剤で徹底
的に消臭

⇒ガスバリア性を有
する特殊シートなど
を活用してニオイの
発生源を封じ込め

⇒当該技術的事項により
① UR賃貸住宅ストックを 将来にわたって 国民共有の貴重な地域

資源として活かし続けるため策定した「ＵＲ賃貸住宅ストック
活用・再生 ビジョン」の実現に寄与

② 公的賃貸住宅を初めとする集合住宅ストック全般の維持管理水
準向上に寄与

〇 室内臭気低減工法

• UR賃貸住宅ストック活用・再生ビジョンに係る技術研究・開発の方
向性について

• 50年経過時調査の合理的調査方法の検討について
• 浴室系雑排水管の改修検討、排水性能の再検証について
• 鉄筋コンクリート部材の中性化，含水状態および鉄筋腐食に係る実

態調査について 他２２編

〇「UR賃貸住宅ストック活用・再生ビジョン」を実
現するための技術的事項

〇 研究成果のなかから、令和元年度は特許出願２件、特許登録１件
〇 「室内臭気低減工法」はプレスリリースを行い技術提供を実施
〇 日本建築学会で「UR賃貸住宅ストック活用・再生ビジョン」を実現するための技術的事項26編を発表



Ⅶ－９－（２） 成果の社会還元
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〇 「ひと・まち・くらしシンポジウム」を実施し対外的な情報発信を実施

撮影 千葉 顕弥

▲東京会場の様子 ▲大阪会場の様子 ▲UR職員による報告

○ 開催主旨

ＵＲ都市機構の調査研究等の成果や、事業フィールドにおける取組を幅広
く一般の方に知っていただく。

○ 内容

・有識者による特別プログラム
「団地はまちのおもちゃ箱」(東京)
「新しい日本の住文化 再生・創造の実践とデザイン」(大阪)

・有識者及び学生によるパネルディスカッション
・UR職員による各部門における事業報告及び技術部門における研究報告
○ PR方法
公式HPの作成・情報発信、インターネット広告への掲載、SNS・ダイレク

トメールの活用、職員研修等参加者への周知など
○ 参加者数

○ 参加者からの反響
・特別プログラムやパネルディスカッションは第三者の意見が聞けて良かっ
た。

・UR職員による発表について、今後の集合住宅における住まい方、コミュニ
ティ活性化など、様々な内容を詳細に聞くことが出来、非常に参考になっ
た。

・住宅環境だけでなく、災害やまちづくりに対する考え方を聞けて良かった。
・住宅の維持・長寿命化に関する研究報告と未来を見すえた提案・情報公開
の両方があり面白かった。

会場 開催日 延べ来場者数

日経ホール
（東京都）

10/16 569名

阪急うめだホール
（大阪府）

10/23 403名
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〇 旧赤羽台団地のスターハウスを含む４棟が団地初の登録有形文化財（建造物）に登録

41号棟 42～44号棟

住棟形式 板状階段室型 ポイント型（スターハウス）

構造 鉄筋コンクリート造

階数 ５階建て

戸数 40戸（３Ｋ） 各15戸（３Ｋ）

建築面積 374.28㎡ 各148.75㎡

建設年代 1962（昭和37）年９月供給開始

41号棟

44号棟

43号棟

42号棟
【保存住棟の活用・情報発信】
『Open Smart UR』スタートアップモデル スターハウス再現モデル住戸

【文化庁評価コメント】
・赤羽台団地はJR赤羽駅の西側にある旧日本住宅公団による住宅団
地で、東京23区内初の1,000戸を超える大規模開発により整備した。
42号棟から44号棟は、昭和37年に建設された鉄筋コンクリート造
５階建ての住棟で、スターハウスと呼ばれるY字形の平面形状をな
す。住棟の配置計画に工夫を凝らした変化のある景観を生み出し
ており、板状住棟の41号棟と共に、旧日本住宅公団初期における
大規模都市型団地の様相を知るうえで重要。

Ⅶ－９－（２） 成果の社会還元


